
平成26年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１係・２係）（含む文部科学３係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員
(△5) 0

（組織）内閣本府 1,263 31 △ 16 0 0 15 1,278

(△5) 0
　（項）内閣本府共通費 1,126 29 △ 14 0 0 15 1,141

0
　（項）経済社会総合研究所 137 2 △ 2 0 137

（組織）北方対策本部 11 2 0 2 13

　（項）北方対策本部 11 2 0 2 13

（組織）国際平和協力本部 23 0 △ 1 △ 1 22

　（項）国際平和協力本部 23 0 △ 1 △ 1 22

（組織）日本学術会議 53 1 △ 1 0 53

　（項）日本学術会議 53 1 △ 1 0 53

（組織）官民人材交流センター 37 0 0 0 37

　（項）官民人材交流センター 37 0 0 0 37

(△6) △ 23
（組織）沖縄総合事務局 914 20 △ 20 23 0 914

(△5) △ 2
　（項）沖縄総合事務局 595 7 △ 12 8 1 596

(△1) △ 21
　（項）沖縄工事諸費 319 13 △ 8 15 △ 1 318
　沖縄治水事業工事諸費  
  沖縄道路整備事業工事諸費  
　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　沖縄国営公園事業工事諸費
　沖縄農業生産基盤保全管理・整備事業等工事諸費

(△11) 0 △ 23
計 2,301 54 △ 38 0 0 0 23 16 2,317

0 △ 23
定員令１条 2,273 54 △ 38 0 0 0 23 16 2,289

大臣等特別職 28 0 0 0 0 28

職種 級 月数
主計 行管新規増員

削減 振替
差引増減

B～J合理化
計画人員

減員 独法移行減 各省間振替
区　　　　　分

平成25年
度末定員

26年度増△減決定人員

平成26年
度末定員 積算内訳

アタッシェ 司法修習 会計間振替



平成26年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１係・２係）（含む文部科学３係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

職種 級 月数
主計 行管新規増員

削減 振替
差引増減

B～J合理化
計画人員

減員 独法移行減 各省間振替
区　　　　　分

平成25年
度末定員

26年度増△減決定人員

平成26年
度末定員 積算内訳

アタッシェ 司法修習 会計間振替

再任用短時間勤務職員

（組織）内閣本府 39 5 (△5) 5 44

　（項）内閣本府共通費 33 5 (△5) 5 38

　（項）経済社会総合研究所 6 0 0 0 6

（組織）北方対策本部 2 0 0 0 2

  （項）北方対策本部 2 0 0 0 2

(組織）日本学術会議 2 0 0 0 2

　（項）日本学術会議 2 0 0 0 2

（組織）沖縄総合事務局 3 6 (△6) 6 9

　（項）沖縄総合事務局 3 4 (△5) 4 7

　（項）沖縄工事諸費 0 2 (△1) 2 2
　　　沖縄治水事業工事諸費
　　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　　　　沖縄農業生産基盤保全管理・整備事業等工事諸費 2 (△1) 2 2

計 46 11 (△11) 11 57



平成26年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員
(△5)

（組織）内閣本府 1,263 31 △ 16 0 0 0 0 0 0 0 15 1,278

(△5)
　（項）内閣本府共通費 1,126 29 △ 14 0 0 0 0 0 0 0 15 1,141 （新規増員）

・大臣官房
行(一) 3級 12ヶ月 2人

・政策統括官（経済財政運営担当）

行(一) 6級 12ヶ月 1人

　　うち

大臣等特別職 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28 行(一) 6級 12ヶ月 1人

・政策統括官（経済社会システム担当）

行(一) 6級 12ヶ月 2人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

・政策統括官（経済財政分析担当）

行(一) 3級 12ヶ月 1人

・政策統括官　（科学技術政策・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ担当）

行(一) 6級 12ヶ月 2人

行(一) 6級 12ヶ月 1人

・政策統括官（防災担当）

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

・政策統括官(沖縄政策担当)

行(一) 5級 12ヶ月 1人

・政策統括官（共生社会政策担当）

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

行(一) 6級 12ヶ月 1人

沖縄振興特別推進交付金に係る業務を包
括的に推進するための体制整備に伴う増

子どもの貧困対策の推進のための体制整
備に伴う増

被災者支援行政機能の強化に必要な体
制整備に伴う増（時限：平成28年度末ま
で）

各地の火山防災体制の構築・充実のため
の体制の強化に伴う増（時限：平成28年度
末まで）

南海トラフ地震の事前防災対策の強化に
伴う増（時限：平成28年度末まで）

国際防災協力の更なる推進、課題分析・
発信能力の強化に向けた体制の拡充に
伴う増（時限：平成28年度末まで）

内閣補助事務としての重要政策に関する
政策効果分析の実施に伴う増

総合科学技術会議の司令塔機能の強化
のための体制整備に伴う増

宇宙を利用した防災・安全保障に関する
取り組みの強化に伴う増

地域戦略の策定・実行のための官民連携
主体の仕組みづくりに伴う増

公文書管理の適正化の推進体制の強化
に必要な体制整備に伴う増

持続的経済成長の好循環を実現するため
の政府、経営者、労働者連携の業務に係
る体制整備に伴う増

「予算編成の基本方針」作成業務の追加
及び地域経済に関する懇談会業務の追
加に伴う増

民間資金等活用事業推進機構に対するガ
バナンス体制及び官民連携による総合窓
口体制の整備に伴う増

保育緊急確保事業の実施に必要な体制
整備に伴う増

積算内訳
司法修習

振替

各省間振替 会計間振替アタッシェ
行管

削減
差引増減

B～J

26年度増△減決定人員

区　　　　　分
職種

平成26年
度末定員

月数級
主計

平成25年
度末定員

減員 独法移行減
新規増員 合理化

計画人員



平成26年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

積算内訳
司法修習

振替

各省間振替 会計間振替アタッシェ
行管

削減
差引増減

B～J

26年度増△減決定人員

区　　　　　分
職種

平成26年
度末定員

月数級
主計

平成25年
度末定員

減員 独法移行減
新規増員 合理化

計画人員

 

・男女共同参画局

行(一) 5級 12ヶ月 1人

・沖縄振興局

行(一) 4級 12ヶ月 1人

・食品安全委員会事務局

行(一) 6級 12ヶ月 1人

・公益認定等委員会事務局

行(一) 6級 12ヶ月 1人

・消費者委員会事務局

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

　（項）経済社会総合研究所 137 2 △ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 137 （新規増員）
・経済社会総合研究所

行(一) 5級 12ヶ月 1人
行(一) 4級 12ヶ月 1人

(△5) 0 0
計 1,263 31 △ 16 0 0 0 0 0 0 0 15 1,278

　　うち (△5) 0 0
　　　定員令1条 1,235 31 △ 16 0 0 0 0 0 0 0 15 1,250

　　うち
　　　大臣等特別職 28 0 28 副大臣３、大臣政務官３、総合科学技術

会議議員４、原子力委員会委員長１、再
就職等監視委員会委員長１、食品安全委
員会委員４、原子力委員会委員３、情報
公開・個人情報保護審査会委員５、公益
認定等委員会委員４

再任用短時間勤務職員
（組織）内閣本府 39 5 (△5) 5 44

　（項）内閣本府共通費 33 5 (△5) 5 38

　（項）経済社会総合研究所 6 0 6

計 39 5 (△5) 5 44

沖縄科学技術大学院大学を核とした知
的・産業クラスター形成事業の実施に伴う
増

日本再興戦略の推進等、男女共同参画基
本計画（第３次）改定に必要な体制整備に
伴う増

環境経済勘定中核的枠組みの導入可能
性の検討に伴う増

食のグローバル化、規制改革実施計画に
対応した評価支援体制の強化に必要な体
制整備に伴う増

公益認定等委員会事務局の体制整備に
伴う増

食品表示に関する調査審議並びに新開発
食品の審査機能の強化を図るために必要
な体制整備に伴う増



平成26年度概算要求定員内訳表

内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員

（組織）北方対策本部 11 2 0 2 13 （新規増員）
・北方対策本部

行(一) 5級 12ヶ月 １人
　（項）北方対策本部 11 2 0 2 13

行(一) 5級 12ヶ月 １人

計 11 2 0 2 13

　　うち
　　　定員令1条 11 2 0 2 13

　　うち
　　　大臣等特別職

再任用短時間勤務職員
（組織）北方対策本部 2 0 2

　（項）北方対策本部 2 0 2

計 2 0 2

北方四島交流事業の見直しにおける業務
の充実強化に必要な体制整備に伴う増
（時限：平成30年度末まで）

北方領土問題に関する情報化面での啓発
業務の充実強化に必要な体制整備に伴う
増

行管
削減

差引増減
B～J

26年度増△減決定人員

区　　　　　分 主計
平成25年
度末定員

会計間振替

振替
新規増員 合理化

計画人員
減員 独法移行減 アタッシェ各省間振替 司法修習

平成26年
度末定員

月数級職種
積算内訳



平成26年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員

（組織）国際平和協力本部 23 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 △ 1 22

　（項）国際平和協力本部 23 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 △ 1 22

計 23 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 △ 1 22

　　うち
　　　定員令1条 23 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 △ 1 22

　　うち
　　　大臣等特別職

行管
削減

差引増減
B～J

26年度増△減決定人員

区　　　　　分 主計
平成25年
度末定員

会計間振替

振替
新規増員 合理化

計画人員
減員 独法移行減 アタッシェ各省間振替 司法修習

平成26年
度末定員

月数級職種
積算内訳



平成26年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （文部科学3係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員

（組織）日本学術会議 53 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 53 （新規増員）
・日本学術会議事務局

　（項）日本学術会議 53 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 53

総合科学技術会議のシンクタンク機能の強
化に伴う体制整備

行(一) 3級 12ヶ月 １人

計 53 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 53

　　うち
　　　定員令1条 53 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 53

　　うち
　　　大臣等特別職

再任用短時間勤務職員
（組織）日本学術会議 2 0 2

　（項）日本学術会議 2 0 2

計 2 0 2

独法移行減
新規増員 合理化

計画人員

積算内訳
司法修習

振替
行管

削減
差引増減

B～J

26年度増△減決定人員

区　　　　　分
アタッシェ各省間振替

平成26年
度末定員

平成25年
度末定員

減員 月数級職種会計間振替
主計



平成26年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員

（組織）官民人材交流センター 37 0 0 0 37

　（項）官民人材交流センター 37 0 0 0 37

計 37 0 0 0 37

　　うち
　　　定員令1条 37 0 0 0 37

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0

行管
削減

差引増減
B～J

26年度増△減決定人員

区　　　　　分 主計
平成25年
度末定員

会計間振替

振替
新規増員 合理化

計画人員
減員 独法移行減 アタッシェ各省間振替 司法修習

平成26年
度末定員

月数級職種
積算内訳



平成26年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員
(△6) △ 23

（組織）沖縄総合事務局 914 20 △ 20 0 0 0 0 0 0 23 0 914

(△5) △ 2
　（項）沖縄総合事務局 595 7 △ 12 8 1 596 （新規増員）

防災及び危機管理業務実施体制の強化に
伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

国有財産の有効活用及び適切な管理・処
分のための体制強化に伴う増

行(一) 4級 12ヶ月 1人

農地集積及び耕作放棄地対策業務体制強
化に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

鳥獣被害対策の実施体制の強化に伴う増 行(一) 3級 12ヶ月 1人

日本再興戦略の地方展開等に係る業務増
大に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

官庁施設の老朽化対策等に係る事務の強
化に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

自動車運送業の安全面の監査体制等の強
化に伴う増

行(一) 4級 12ヶ月 1人

（その他の振替）
技術企画官の設置のための振替 行(一) 8級 12ヶ月 1人
入札契約に係る適正な執行体制確保のた
めの振替

行(一) 6級 12ヶ月 1人

コンプライアンスの推進及び内部統制の強
化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 1人

入札契約事務の強化に伴う振替 行(一) 3級 12ヶ月 1人

電気通信業務の強化に伴う振替 行(一) 3級 12ヶ月 2人

電気通信業務の強化に伴う振替 行(一) 3級 12ヶ月 △2人

電気通信業務の強化に伴う振替 行(一) 5級 12ヶ月 1人

那覇空港滑走路増設事業等に係る体制の
強化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 1人

△ 15
　（項）沖縄治水事業工事諸費 58 1 △ 3 7 △ 10 48 （新規増員）

電気通信業務の強化に伴う増 行(一) ４級 12ヶ月 1人

（その他の振替）
技術企画官の設置のための振替 行(一) 8級 12ヶ月 △1人

入札契約に係る適正な執行体制確保のた
めの振替

行(一) 6級 12ヶ月 △1人

コンプライアンスの推進及び内部統制の強
化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 △1人

入札契約事務の強化に伴う振替 行(一) 3級 12ヶ月 △1人

職員管理及びコンプライアンス推進等体制
の強化に伴う振替

行(一) 5級 12ヶ月 1人

職員管理及びコンプライアンス推進等体制
の強化に伴う振替

行(一) 5級 12ヶ月 △1人

職員管理及びコンプライアンス推進等体制
の強化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 1人

職員管理及びコンプライアンス推進等体制
の強化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 △1人

電気通信業務の強化に伴う振替 行(一) 5級 12ヶ月 △1人

道路施設保全対策の強化に伴う振替 行(一) 5級 12ヶ月 △1人

道路施設保全対策の強化に伴う振替 行(一) ４級 12ヶ月 △1人

法改正に伴う流域全体の防災危機管理体
制の強化に伴う振替

行(一) 5級 12ヶ月 1人

区　　　　　分
平成25年
度末定員

26年度増△減決定人員

平成26年
度末定員 積算内訳

アタッシェ
新規増員

削減

合理化
計画人員

減員 独法移行減
行管

司法修習 会計間振替 職種

振替
差引増減

B～J各省間振替 級 月数
主計



平成26年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

区　　　　　分
平成25年
度末定員

26年度増△減決定人員

平成26年
度末定員 積算内訳

アタッシェ
新規増員

削減

合理化
計画人員

減員 独法移行減
行管

司法修習 会計間振替 職種

振替
差引増減

B～J各省間振替 級 月数
主計

法改正に伴う流域全体の防災危機管理体
制の強化に伴う振替

行(一) 5級 12ヶ月 △1人

法改正に伴う流域全体の防災危機管理体
制の強化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 1人

法改正に伴う流域全体の防災危機管理体
制の強化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 △1人

新たなダム管理に必要な体制の強化に伴
う振替

行(一) 4級 12ヶ月 1人

新たなダム管理に必要な体制の強化に伴
う振替

行(一) 4級 12ヶ月 △1人

新たなダム管理に必要な体制の強化に伴
う振替

行(一) 3級 12ヶ月 2人

新たなダム管理に必要な体制の強化に伴
う振替

行(一) 3級 12ヶ月 △2人

那覇空港滑走路増設事業等に係る体制の
強化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 △1人

　（項）沖縄道路整備事業工事諸費 98 5 △ 1 2 6 104 （新規増員）
広域道路計画及び追加ＩＣ制度推進体制の
強化に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

用地取得に関する執行体制の強化に伴う
増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

道路法及び関係通達の一部改正に対応す
る執行体制の強化に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

無電柱化推進事業行政事務の増に伴う増 行(一) 3級 12ヶ月 1人

道路施設保全対策体制の強化に伴う増 行(一) 4級 12ヶ月 1人

（その他の振替）
道路施設保全対策の強化に伴う振替 行(一) 5級 12ヶ月 1人

道路施設保全対策の強化に伴う振替 行(一) ４級 12ヶ月 1人

△ 1
　（項）沖縄港湾空港整備事業工事諸費 64 6 △ 2 1 4 68 （新規増員）

那覇空港滑走路増設事業等に係る体制の
強化に伴う増（時限：平成31年度末まで）

行(一) 4級 12ヶ月 2人

那覇空港滑走路増設事業等に係る体制の
強化に伴う増（時限：平成31年度末まで）

行(一) 3級 12ヶ月 4人

（その他の振替）
那覇空港滑走路増設事業等に係る体制の
強化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 1人

那覇空港滑走路増設事業等に係る体制の
強化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 △1人

　（項）沖縄道路環境整備事業工事諸費 11 11

 
　（項）沖縄国営公園事業工事諸費 14 14

(△1) △ 5
　（項）沖縄農業生産基盤保全管理 74 1 △ 2 5 △ 1 73 （新規増員）

　　　・整備事業等工事諸費 宮古伊良部地区の実施体制の強化に伴う
増

行(一) 3級 12ヶ月 1人



平成26年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

区　　　　　分
平成25年
度末定員

26年度増△減決定人員

平成26年
度末定員 積算内訳

アタッシェ
新規増員

削減

合理化
計画人員

減員 独法移行減
行管

司法修習 会計間振替 職種

振替
差引増減

B～J各省間振替 級 月数
主計

（その他の振替）
土地改良総合事務所石垣支所の組織体制
の強化に伴う振替

行(一) 4級 12ヶ月 1人

土地改良総合事務所石垣支所の組織体制
の強化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 3人

土地改良総合事務所石垣支所の組織体制
の強化に伴う振替

行(一) 4級 12ヶ月 △1人

土地改良総合事務所石垣支所の組織体制
の強化に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 △3人

宮古伊良部地区の実施体制強化に伴う振
替

行(一) 4級 12ヶ月 1人

宮古伊良部地区の実施体制強化に伴う振
替

行(一) 4級 12ヶ月 △1人

 

(△6) △ 23

　　計（定員令1条） 914 20 △ 20 0 0 0 0 0 0 23 0 914 末定員のうち再任用職員（フルタイム） 7人

再任用短時間勤務職員

（組織）沖縄総合事務局 3 6 (△6) 6 9

　（項）沖縄総合事務局 3 4 (△5) 4 7 （新規増員）

会計事務処理体制の強化に伴う増 （３１h） 行(一) 3級 12ヶ月 2人

センター統計業務の体制整備に伴う増 （３
１h）

行(一) 3級 12ヶ月 2人

　（項）沖縄工事諸費 0 2 (△1) 2 2
　沖縄治水事業工事諸費

　　　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　　　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　　　沖縄農業生産基盤保全管理・整備事業等工事諸費 2 (△1) 2 2 （新規増員）

計 3 6 6 9

国営土地改良事業の実施に関する土地利
用及び営農等調査業務に必要な体制整備
に伴う増 （３１h）

行(一) 3級 12ヶ月 1人

国営かんがい排水事業「石垣島地区」の業
務体制の整備に伴う増 （３１h）

行(一) 3級 12ヶ月 1人



平成26年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１係・２係）（含む文部科学3係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

再任用短時間勤務職員
（組織）内閣本府 39 5 (△5) 5 44

　（項）内閣本府共通費 33 5 (△5) 5 38 予算定員5人のスクラップ

　（項）経済社会総合研究所 6 0 0 6

（組織）北方対策本部 2 0 0 2

　（項）北方対策本部 2 0 0 2

（組織）日本学術会議 2 0 0 2

　（項）日本学術会議 2 0 0 2

（組織）沖縄総合事務局 3 6 (△6) 6 9 予算定員6人のスクラップ

　（項）沖縄総合事務局 3 4 (△4) 4 7

　（項）沖縄工事諸費 0 2 (△2) 2 2
　　　沖縄治水事業工事諸費
　　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費  
　　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　　　　沖縄農業生産基盤保全管理・整備事業等工事諸費 2 (△2)

計 46 11 (△11) 11 57

行管
削減

差引増減
B～J

26年度増△減決定人員

区　　　　　分 主計
平成25年
度末定員

会計間振替

振替
新規増員 合理化

計画人員
減員 独法移行減 アタッシェ各省間振替 司法修習

平成26年
度末定員

月数級職種
積算内訳


